
 

 

５．高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令（抄） 

制定  ：平成 18 年 12月8日政令第 379 号 
最終改正：令和６年６月21日政令第 221 号 

 
（特定旅客施設の要件） 

第一条 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下「法」という。）第二条第七号の政令で定める要
件は、次の各号のいずれかに該当することとする。 
一 当該旅客施設の一日当たりの平均的な利用者の人数（当該旅客施設が新たに建設される場合にあっては、当該旅

客施設の一日当たりの平均的な利用者の人数の見込み）が五千人以上であること。 
二 次のいずれかに該当することにより当該旅客施設を利用する高齢者又は障害者の人数（当該旅客施設が新たに建

設される場合にあっては、当該旅客施設を利用する高齢者又は障害者の人数の見込み）が前号の要件に該当する旅
客施設を利用する高齢者又は障害者の人数と同程度以上であると認められること。 
イ 当該旅客施設が所在する市町村の区域における人口及び高齢者の人数を基準として国土交通省令・内閣府令・

総務省令の定めるところにより算定した当該旅客施設を利用する高齢者の人数が、全国の区域における人口及び
高齢者の人数を基準として国土交通省令・内閣府令・総務省令の定めるところにより算定した前号の要件に該当
する旅客施設を利用する高齢者の人数以上であること。 

ロ 当該旅客施設が所在する市町村の区域における人口及び障害者の人数を基準として国土交通省令・内閣府令・
総務省令の定めるところにより算定した当該旅客施設を利用する障害者の人数が、全国の区域における人口及び
障害者の人数を基準として国土交通省令・内閣府令・総務省令の定めるところにより算定した前号の要件に該当
する旅客施設を利用する障害者の人数以上であること。 

三 前二号に掲げるもののほか、当該旅客施設及びその周辺に所在する官公庁施設、福祉施設その他の施設の利用の
状況並びに当該旅客施設の周辺における移動等円滑化の状況からみて、当該旅客施設について移動等円滑化のため
の事業を優先的に実施する必要性が特に高いと認められるものであること。 

（特定道路） 
第二条 法第二条第十号の政令で定める道路は、生活関連経路を構成する道路法（昭和二十七年法律第百八十号）によ

る道路のうち多数の高齢者、障害者等の移動が通常徒歩で行われるものであって国土交通大臣がその路線及び区間を
指定したものとする。 
（特定公園施設） 

第三条 法第二条第十五号の政令で定める公園施設は、公園施設のうち次に掲げるもの（法令又は条例の定める現状変
更の規制及び保存のための措置がとられていることその他の事由により法第十三条の都市公園移動等円滑化基準に適
合させることが困難なものとして国土交通省令で定めるものを除く。）とする。 
一 都市公園の出入口と次号から第十二号までに掲げる公園施設その他国土交通省令で定める主要な公園施設（以下

この号において「屋根付広場等」という。）との間の経路及び第六号に掲げる駐車場と屋根付広場等（当該駐車場を
除く。）との間の経路を構成する園路及び広場 

二 屋根付広場 
三 休憩所 
四 野外劇場 
五 野外音楽堂 
六 駐車場 
七 便所 
八 水飲場 
九 手洗場 
十 管理事務所 
十一 掲示板 
十二 標識 
（特定建築物） 
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第四条 法第二条第十八号の政令で定める建築物は、次に掲げるもの（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第三
条第一項に規定する建築物及び文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）第百四十三条第一項又は第二項の伝
統的建造物群保存地区内における同法第二条第一項第六号の伝統的建造物群を構成している建築物を除く。）とする。 
一 学校 
二 病院又は診療所 
三 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 
四 集会場又は公会堂 
五 展示場 
六 卸売市場又は百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 
七 ホテル又は旅館 
八 事務所 
九 共同住宅、寄宿舎又は下宿 
十 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの 
十一 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの 
十二 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設又は遊技場 
十三 博物館、美術館又は図書館 
十四 公衆浴場 
十五 飲食店又はキャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの 
十六 理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 
十七 自動車教習所又は学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの 
十八 工場 
十九 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に供するもの 
二十 自動車の停留又は駐車のための施設 
二十一 公衆便所 
二十二 公共用歩廊 
（特別特定建築物） 

第五条 法第二条第十九号の政令で定める特定建築物は、次に掲げるものとする。 
一 小学校、中学校、義務教育学校若しくは中等教育学校（前期課程に係るものに限る。）で公立のもの（第二十四条

及び第二十六条第三項第一号において「公立小学校等」という。）又は特別支援学校 
二 病院又は診療所 
三 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 
四 集会場又は公会堂 
五 展示場 
六 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 
七 ホテル又は旅館 
八 保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署 
九 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの（主として高齢者、障害者等が利用するものに限る。） 
十 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの 
十一 体育館（一般公共の用に供されるものに限る。）、水泳場（一般公共の用に供されるものに限る。）若しくはボー

リング場又は遊技場 
十二 博物館、美術館又は図書館 
十三 公衆浴場 
十四 飲食店 
十五 理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 
十六 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に供するもの 
十七 自動車の停留又は駐車のための施設（一般公共の用に供されるものに限る。） 
十八 公衆便所 十九 公共用歩廊 
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（建築物特定施設） 
第六条 法第二条第二十号の政令で定める施設は、次に掲げるものとする。 

一 出入口 
二 廊下その他これに類するもの（以下「廊下等」という。） 
三 階段（その踊場を含む。以下同じ。） 
四 傾斜路（その踊場を含む。以下同じ。） 
五 エレベーターその他の昇降機 
六 便所 
七 劇場、観覧場、映画館若しくは演芸場又は集会場若しくは公会堂（第十五条において「劇場等」という。）の客席 
八 ホテル又は旅館の客室 
九 敷地内の通路 
十 駐車場 
十一 その他国土交通省令で定める施設 
（都道府県知事が所管行政庁となる建築物） 

第七条 法第二条第二十二号ただし書の政令で定める建築物のうち建築基準法第九十七条の二第一項又は第二項の規定
により建築主事又は建築副主事を置く市町村の区域内のものは、建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八
号）第百四十八条第一項第一号又は第二号に掲げる建築物（その新築、改築、増築、移転又は用途の変更に関して、法
律並びにこれに基づく命令及び条例の規定により都道府県知事の許可を必要とするものを除く。）以外の建築物とする。 

２ 法第二条第二十二号ただし書の政令で定める建築物のうち建築基準法第九十七条の三第一項又は第二項の規定によ
り建築主事又は建築副主事を置く特別区の区域内のものは、次に掲げる建築物（第二号に掲げる建築物にあっては、地
方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十七の二第一項の規定により同号に規定する処分に関す
る事務を特別区が処理することとされた場合における当該建築物を除く。）とする。 
一 延べ面積 （建築基準法施行令第二条第一項第四号の延べ面積をいう。第二十七条において同じ。）が一万平方メー

トルを超える建築物 
二 その新築、改築、増築、移転又は用途の変更に関して、建築基準法第五十一条（同法第八十七条第二項及び第三

項において準用する場合を含み、市町村都市計画審議会が置かれている特別区にあっては、卸売市場に係る部分に
限る。）の規定又は同法以外の法律若しくはこれに基づく命令若しくは条例の規定により都知事の許可を必要とす
る建築物 

（基準適合性審査を行うべき許可、認可その他の処分に係る法令の規定等） 
第八条 法第九条第一項の法令の規定で政令で定めるものは、次に掲げる規定とする。 

一 鉄道事業法（昭和六十一年法律第九十二号）第八条第一項、第九条第一項（同法第十二条第四項において準用す
る場合を含む。）、第十条第一項、第十二条第一項及び第三項並びに第十三条第一項及び第二項並びに全国新幹線鉄
道整備法（昭和四十五年法律第七十一号）第九条第一項 

二 軌道法（大正十年法律第七十六号）第五条第一項及び第十条 
三 自動車ターミナル法（昭和三十四年法律第百三十六号）第三条及び第十一条第一項  

２ 法第九条第二項の法令の規定で政令で定めるものは、次に掲げる規定とする。 
一 鉄道事業法第九条第三項（同法第十二条第四項において準用する場合を含む。）及び第十二条第二項 
二 軌道法施行令（昭和二十八年政令第二百五十八号）第六条第二項及び軌道法に規定する国土交通大臣の権限に属

する事務で都道府県が処理するもの等を定める政令（昭和二十八年政令第二百五十七号）第一条第十項 
三 自動車ターミナル法第十一条第三項 
（基準適合義務の対象となる特別特定建築物の規模） 

第九条 法第十四条第一項の政令で定める規模は、床面積（増築若しくは改築又は用途の変更の場合にあっては、当該
増築若しくは改築又は用途の変更に係る部分の床面積。次条第二項において同じ。）の合計二千平方メートル（第五条
第十八号に掲げる公衆便所（次条第二項において「公衆便所」という。）にあっては、五十平方メートル）とする。 
（建築物移動等円滑化基準） 

第十条 法第十四条第一項の政令で定める建築物特定施設の構造及び配置に関する基準（次項に規定する特別特定建築
物に係るものを除く。）は、次条から第二十五条までに定めるところによる。 
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２ 法第十四条第三項の規定により地方公共団体が条例で同条第一項の建築の規模を床面積の合計五百平方メートル未
満で定めた場合における床面積の合計が五百平方メートル未満の当該建築に係る特別特定建築物（公衆便所を除き、
同条第三項の条例で定める特定建築物を含む。第二十六条において「条例対象小規模特別特定建築物」という。）につ
いての法第十四条第一項の政令で定める建築物特定施設の構造及び配置に関する基準は、第二十条及び第二十六条に
定めるところによる。 
（廊下等） 

第十一条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する廊下等は、次に掲げるものでなけ
ればならない。 
一 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 
二 階段又は傾斜路（階段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）の上端に近接する廊下等の部分（不特定かつ

多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するものに限る。）には、視覚障害者に対し段差又は傾斜の存在
の警告を行うために、点状ブロック等（床面に敷設されるブロックその他これに類するものであって、点状の突起
が設けられており、かつ、周囲の床面との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより容易に識別できるもの
をいう。以下同じ。）を敷設すること。ただし、視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場
合は、この限りでない。 

（階段） 
第十二条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する階段は、次に掲げるものでなけれ

ばならない。 
一 踊場を除き、手すりを設けること。 
二 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 
三 踏面の端部とその周囲の部分との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより段を容易に識別できるものと

すること。 
四 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない構造とすること。 
五 段がある部分の上端に近接する踊場の部分（不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用する

ものに限る。）には、視覚障害者に対し警告を行うために、点状ブロック等を敷設すること。ただし、視覚障害者の
利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。 

六 主たる階段は、回り階段でないこと。ただし、回り階段以外の階段を設ける空間を確保することが困難であると
きは、この限りでない。 

（階段に代わり、又はこれに併設する傾斜路） 
第十三条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する傾斜路（階段に代わり、又はこれ

に併設するものに限る。）は、次に掲げるものでなければならない。 
一 勾配が十二分の一を超え、又は高さが十六センチメートルを超える傾斜がある部分には、手すりを設けること。 
二 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 
三 その前後の廊下等との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことによりその存在を容易に識別できるものとする

こと。 
四 傾斜がある部分の上端に近接する踊場の部分（不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用す

るものに限る。）には、視覚障害者に対し警告を行うために、点状ブロック等を敷設すること。ただし、視覚障害者
の利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。 

（便所） 
第十四条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所は、これらの者が当該便所を

利用する上で支障がないものとして国土交通大臣が定める配置の基準に従い、これらの者が利用する階（当該階にお
いてこれらの者が利用する部分の床面積、当該部分の利用方法その他の事情を勘案して国土交通大臣が定める階を除
く。）の階数に相当する数（床面積が一万平方メートルを超える階がある場合にあっては、当該数に当該階の床面積に
応じて国土交通大臣が定める数を加えた数）以上設けるものでなければならない。 

２ 前項の規定により便所を設ける階においては、当該便所のうち一以上（当該階の床面積が一万平方メートルを超え
る場合にあっては、当該床面積に応じて国土交通大臣が定める数以上）に、車椅子使用者用便房（車椅子を使用してい
る者（以下「車椅子使用者」という。）が円滑に利用することができるものとして国土交通大臣が定める構造の便房を
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いう。以下同じ。）を一以上（当該車椅子使用者用便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、それぞれ
一以上。以下この項において同じ。）設けなければならない。ただし、当該階が直接地上へ通ずる出入口のある階（第
十九条第一項第一号及び第二項第五号イにおいて「地上階」という。）であり、かつ、車椅子使用者用便房を一以上設
ける施設が同一敷地内の当該出入口に近接する位置にある場合その他の車椅子使用者が車椅子使用者用便房を利用す
る上で支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。 

３ 前項に定めるもののほか、第一項の規定により設ける便所のうち一以上には、高齢者、障害者等が円滑に利用する
ことができる構造の水洗器具を設けた便房を一以上（当該便房に男子用及び女子用の区別を設ける場合にあっては、
それぞれ一以上）設けなければならない。 

４ 前二項に定めるもののほか、第一項の規定により設ける便所であって男子用小便器を設けるもののうち一以上には、
床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが三十五センチメートル以下のものに限る。）その他これらに類する
小便器を一以上設けなければならない。 
（劇場等の客席） 

第十五条 劇場等の客席には、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める数以上の車椅子使用者用部分（車
椅子の転回に支障がないことその他の車椅子使用者が円滑に利用することができるものとして国土交通大臣が定める
基準に適合する場所をいう。第十九条第一項第一号において同じ。）を設けなければならない。 
一 当該客席に設ける座席の数が四百以下の場合 二 
二 当該客席に設ける座席の数が四百を超える場合 当該座席の数に二百分の一を乗じて得た数（その数に一未満の

端数があるときは、その端数を切り上げた数） 
（ホテル又は旅館の客室） 

第十六条 ホテル又は旅館には、客室の総数が五十以上の場合は、車椅子使用者が円滑に利用できる客室（以下「車椅
子使用者用客室」という。）を客室の総数に百分の一を乗じて得た数（その数に一未満の端数があるときは、その端数
を切り上げた数）以上設けなければならない。 

２ 車椅子使用者用客室は、次に掲げるものでなければならない。 
一 便所は、次に掲げるものであること。ただし、当該客室が設けられている階に不特定かつ多数の者が利用する便

所 
（車椅子使用者用便房が設けられたものに限る。）が一以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ一以上）

設けられている場合は、この限りでない。 
イ 便所内に車椅子使用者用便房を設けること。 
ロ 車椅子使用者用便房及び当該便房が設けられている便所の出入口は、次に掲げるものであること。 
（１）幅は、八十センチメートル以上とすること。 
（２）戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車椅子使用者が容易に開閉して通過できる構造とし、

かつ、その前後に高低差がないこと。 
二 浴室又はシャワー室（以下この号において「浴室等」という。）は、次に掲げるものであること。ただし、当該客

室が設けられている建築物に不特定かつ多数の者が利用する浴室等（次に掲げるものに限る。）が一以上（男子用及
び女子用の区別があるときは、それぞれ一以上）設けられている場合は、この限りでない。 
イ 車椅子使用者が円滑に利用することができるものとして国土交通大臣が定める構造であること。 
ロ 出入口は、前号ロに掲げるものであること。 

（敷地内の通路） 
第十七条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する敷地内の通路は、次に掲げるもの

でなければならない。 
一 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 
二 段がある部分は、次に掲げるものであること。 

イ 手すりを設けること。 
ロ 踏面の端部とその周囲の部分との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより段を容易に識別できるもの

とすること。 
ハ 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない構造とすること。 

三 傾斜路は、次に掲げるものであること。 
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イ 勾配が十二分の一を超え、又は高さが十六センチメートルを超え、かつ、勾配が二十分の一を超える傾斜があ
る部分には、手すりを設けること。 

ロ その前後の通路との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことによりその存在を容易に識別できるものとする
こと。 

（駐車場） 
第十八条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する駐車場には、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ、当該各号に定める数以上の車椅子使用者用駐車施設（車椅子使用者が円滑に利用することができる駐
車施設をいう。以下同じ。）を設けなければならない。ただし、当該駐車場が昇降機その他の機械装置により自動車を
駐車させる構造のものであり、かつ、その出入口の部分に車椅子使用者が円滑に自動車に乗降することが可能な場所
が一以上設けられている場合その他の車椅子使用者が駐車場を利用する上で支障がないものとして国土交通大臣が定
める場合は、この限りでない。 
一 当該駐車場に設ける駐車施設の数（当該駐車場を二以上設ける場合にあっては、当該駐車場に設ける駐車施設の

総数。以下この号及び次号において同じ。）が二百以下の場合 当該駐車施設の数に百分の二を乗じて得た数（その
数に一未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数） 

二 当該駐車場に設ける駐車施設の数が二百を超える場合 当該駐車施設の数に百分の一を乗じて得た数（その数に
一未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）に二を加えた数 

２ 車椅子使用者用駐車施設は、次に掲げるものでなければならない。 
一 幅は、三百五十センチメートル以上とすること。 
二 次条第一項第三号に定める経路の長さができるだけ短くなる位置に設けること。 
（移動等円滑化経路） 

第十九条 次の各号に掲げる場合には、当該各号に定める経路のうち一以上（第四号に掲げる場合にあっては、その全
て）を、高齢者、障害者等が円滑に利用できる経路（以下この条及び第二十六条第一項において「移動等円滑化経路」
という。）にしなければならない。 
一 建築物に、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する居室（以下「利用居室」と

いう。）を設ける場合 道又は公園、広場その他の空地（以下「道等」という。）から当該利用居室までの経路（当
該利用居室が第十五条の劇場等の客席である場合にあっては当該客席の出入口と車椅子使用者用部分との間の経路
（以下この項及び第二十三条において「車椅子使用者用経路」という。）を含み、地上階又はその直上階若しくは直
下階のみに利用居室を設ける場合にあっては当該地上階とその直上階又は直下階との間の上下の移動に係る部分を
除く。） 

二 建築物又はその敷地に車椅子使用者用便房（車椅子使用者用客室に設けられるものを除く。以下同じ。）を設ける
場合 利用居室（当該建築物に利用居室が設けられていないときは、道等。次号において同じ。）から当該車椅子使
用者用便房までの経路（当該利用居室が第十五条の劇場等の客席である場合にあっては、車椅子使用者用経路を含
む。） 

三 建築物又はその敷地に車椅子使用者用駐車施設を設ける場合 当該車椅子使用者用駐車施設から利用居室までの
経路（当該利用居室が第十五条の劇場等の客席である場合にあっては、車椅子使用者用経路を含む。） 

四 建築物が公共用歩廊である場合 その一方の側の道等から当該公共用歩廊を通過し、その他方の側の道等までの
経路（当該公共用歩廊又はその敷地にある部分に限る。） 

２ 移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければならない。 
一 当該移動等円滑化経路上に階段又は段を設けないこと。ただし、傾斜路又はエレベーターその他の昇降機を併設

する場合は、この限りでない。 
二 当該移動等円滑化経路を構成する出入口は、次に掲げるものであること。 

イ 幅は、八十センチメートル以上とすること。 
ロ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車椅子使用者が容易に開閉して通過できる構造とし、か

つ、その前後に高低差がないこと。 
三 当該移動等円滑化経路を構成する廊下等は、第十一条の規定によるほか、次に掲げるものであること。 

イ 幅は、百二十センチメートル以上とすること。 
ロ 五十メートル以内ごとに車椅子の転回に支障がない場所を設けること。 
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ハ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車椅子使用者が容易に開閉して通過できる構造とし、か
つ、その前後に高低差がないこと。 

四 当該移動等円滑化経路を構成する傾斜路（階段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）は、第十三条の規定
によるほか、次に掲げるものであること。 
イ 幅は、階段に代わるものにあっては百二十センチメートル以上、階段に併設するものにあっては九十センチメ

ートル以上とすること。 
ロ 勾配は、十二分の一を超えないこと。ただし、高さが十六センチメートル以下のものにあっては、八分の一を

超えないこと。 
ハ 高さが七十五センチメートルを超えるものにあっては、高さ七十五センチメートル以内ごとに踏幅が百五十セ

ンチメートル以上の踊場を設けること。 
五 当該移動等円滑化経路を構成するエレベーター（次号に規定するものを除く。以下この号において同じ。）及びそ

の乗降ロビーは、次に掲げるものであること。 
イ 籠（人を乗せ昇降する部分をいう。以下この号において同じ。）は、利用居室、車椅子使用者用便房又は車椅子

使用者用駐車施設がある階及び地上階に停止すること。 
ロ 籠及び昇降路の出入口の幅は、八十センチメートル以上とすること。 
ハ 籠の奥行きは、百三十五センチメートル以上とすること。 
ニ 乗降ロビーは、高低差がないものとし、その幅及び奥行きは、百五十センチメートル以上とすること。 
ホ 籠内及び乗降ロビーには、車椅子使用者が利用しやすい位置に制御装置を設けること。 
ヘ 籠内に、籠が停止する予定の階及び籠の現在位置を表示する装置を設けること。 
ト 乗降ロビーに、到着する籠の昇降方向を表示する装置を設けること。 
チ 不特定かつ多数の者が利用する建築物（床面積の合計が二千平方メートル以上の建築物に限る。）の移動等円

滑化経路を構成するエレベーターにあっては、イからハまで、ホ及びヘに定めるもののほか、次に掲げるもので
あること。 

（１）籠の幅は、百四十センチメートル以上とすること。 
（２）籠は、車椅子の転回に支障がない構造とすること。 
リ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するエレベーター及び乗降ロビーにあっては、

イからチまでに定めるもののほか、次に掲げるものであること。ただし、視覚障害者の利用上支障がないものと
して国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。 

（１）籠内に、籠が到着する階並びに籠及び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる装置を設けること。 
（２）籠内及び乗降ロビーに設ける制御装置（車椅子使用者が利用しやすい位置及びその他の位置に制御装置を設

ける場合にあっては、当該その他の位置に設けるものに限る。）は、点字その他国土交通大臣が定める方法により
視覚障害者が円滑に操作することができる構造とすること。 

（３） 籠内又は乗降ロビーに、到着する籠の昇降方向を音声により知らせる装置を設けること。 
六 当該移動等円滑化経路を構成する国土交通大臣が定める特殊な構造又は使用形態のエレベーターその他の昇降機

は、車椅子使用者が円滑に利用することができるものとして国土交通大臣が定める構造とすること。 
七 当該移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路は、第十七条の規定によるほか、次に掲げるものであること。 

イ 幅は、百二十センチメートル以上とすること。 
ロ 五十メートル以内ごとに車椅子の転回に支障がない場所を設けること。 
ハ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車椅子使用者が容易に開閉して通過できる構造とし、か

つ、その前後に高低差がないこと。 
ニ 傾斜路は、次に掲げるものであること。 
（１）幅は、段に代わるものにあっては百二十センチメートル以上、段に併設するものにあっては九十センチメー

トル以上とすること。 
（２）勾配は、十二分の一を超えないこと。ただし、高さが十六センチメートル以下のものにあっては、八分の一

を超えないこと。 
（３）高さが七十五センチメートルを超えるもの（勾配が二十分の一を超えるものに限る。）にあっては、高さ七十

五センチメートル以内ごとに踏幅が百五十センチメートル以上の踊場を設けること。 
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３ 第一項第一号に定める経路を構成する敷地内の通路が地形の特殊性により前項第七号の規定によることが困難であ
る場合における前二項の規定の適用については、第一項第一号中「道又は公園、広場その他の空地（以下「道等」とい
う。）」とあるのは、「当該建築物の車寄せ」とする。 
（標識） 

第二十条 移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の付近には、国土交通省令
で定めるところにより、それぞれ、当該エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設があることを表示する標識
を設けなければならない。 
（案内設備） 

第二十一条 建築物又はその敷地には、当該建築物又はその敷地内の移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその
他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を表示した案内板その他の設備を設けなければならない。ただし、当該エレベ
ーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を容易に視認できる場合は、この限りでない。 

２ 建築物又はその敷地には、当該建築物又はその敷地内の移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降
機又は便所の配置を点字その他国土交通大臣が定める方法により視覚障害者に示すための設備を設けなければならな
い。 

３ 案内所を設ける場合には、前二項の規定は適用しない。 
（案内設備までの経路） 

第二十二条 道等から前条第二項の規定による設備又は同条第三項の規定による案内所までの経路（不特定かつ多数の者
が利用し、又は主として視覚障害者が利用するものに限る。）は、そのうち一以上を、視覚障害者が円滑に利用できる
経路（以下この条において「視覚障害者移動等円滑化経路」という。）にしなければならない。ただし、視覚障害者の
利用上支障がないものとして国土交通大臣が定める場合は、この限りでない。 

２ 視覚障害者移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければならない。 
一 当該視覚障害者移動等円滑化経路に、視覚障害者の誘導を行うために、線状ブロック等（床面に敷設されるブロ

ックその他これに類するものであって、線状の突起が設けられており、かつ、周囲の床面との色の明度、色相又は
彩度の差が大きいことにより容易に識別できるものをいう。）及び点状ブロック等を適切に組み合わせて敷設し、又
は音声その他の方法により視覚障害者を誘導する設備を設けること。ただし、進行方向を変更する必要がない風除
室内においては、この限りでない。 

二 当該視覚障害者移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路の次に掲げる部分には、視覚障害者に対し警告を行う
ために、点状ブロック等を敷設すること。 
イ 車路に近接する部分 
ロ 段がある部分又は傾斜がある部分の上端に近接する部分（視覚障害者の利用上支障がないものとして国土交通

大臣が定める部分を除く。） 
（増築等に関する適用範囲） 

第二十三条 建築物の増築又は改築（用途の変更をして特別特定建築物にすることを含む。第一号において「増築等」と
いう。）をする場合には、第十一条から前条までの規定は、次に掲げる建築物の部分 （第二号、第四号又は第六号の経
路が二以上ある場合にあっては、いずれか一の経路に係る部分）に限り、適用する。 
一 当該増築等に係る部分 
二 道等から前号に掲げる部分にある利用居室までの経路（当該利用居室が第十五条の劇場等の客席である場合にあ

っては、車椅子使用者用経路を含む。）を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の昇降機及
び敷地内の通路 

三 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所 
四 第一号に掲げる部分にある利用居室（当該部分に利用居室が設けられていないときは、道等）から車椅子使用者

用便房（前号に掲げる便所に設けられるものに限る。）までの経路（当該利用居室が第十五条の劇場等の客席である
場合にあっては、車椅子使用者用経路を含む。）を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の
昇降機及び敷地内の通路 

五 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する駐車場 
六 車椅子使用者用駐車施設（前号に掲げる駐車場に設けられるものに限る。）から第一号に掲げる部分にある利用居

室（当該部分に利用居室が設けられていないときは、道等）までの経路（当該利用居室が第十五条の劇場等の客席
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である場合にあっては、車椅子使用者用経路を含む。）を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターそ
の他の昇降機及び敷地内の通路 

（公立小学校等に関する読替え） 
第二十四条 公立小学校等についての第十一条から第十三条まで、第十四条第一項、第十七条、第十八条第一項、第十

九条第一項及び前条の規定（次条において「読替え対象規定」という。）の適用については、これらの規定中「不特定
かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する」とあるのは「多数の者が利用する」と、前条中
「特別特定建築物」とあるのは「第五条第一号に規定する公立小学校等」とする。 
（条例で定める特定建築物に関する読替え） 

第二十五条 法第十四条第三項の規定により特別特定建築物に条例で定める特定建築物を追加した場合における読替え
対象規定の適用については、読替え対象規定中「不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利
用する」とあるのは「多数の者が利用する」と、第二十三条中「特別特定建築物」とあるのは「法第十四条第三項の条
例で定める特定建築物」とする。 
（条例対象小規模特別特定建築物の建築物移動等円滑化基準） 

第二十六条 条例対象小規模特別特定建築物の移動等円滑化経路については、第十九条の規定を準用する。この場合に
おいて、同条第一項中「次の各号に」とあるのは「第一号又は第四号に」と、同項第一号中「経路（当該利用居室が第
十五条の劇場等の客席である場合にあっては当該客席の出入口と車椅子使用者用部分との間の経路（以下この項及び
第二十三条において「車椅子使用者用経路」という。）を含み、」とあるのは「経路（」と、同条第二項第三号中「第十
一条の規定によるほか、」とあるのは「第十一条各号及び」と、同号イ及び第七号イ中「百二十センチメートル」とあ
り、同項第四号イ中「階段に代わるものにあっては百二十センチメートル以上、階段に併設するものにあっては九十セ
ンチメートル」とあり、並びに同項第七号ニ（１）中「段に代わるものにあっては百二十センチメートル以上、段に併
設するものにあっては九十センチメートル」とあるのは「九十センチメートル」と、同項第四号中「第十三条の規定に
よるほか、」とあるのは「第十三条各号及び」と、同項第七号中「第十七条の規定によるほか、」とあるのは「第十七条
各号及び」と読み替えるものとする。 

２ 建築物の増築又は改築（用途の変更をして条例対象小規模特別特定建築物にすることを含む。以下この項において
「増築等」という。）をする場合には、第二十条及び前項の規定は、当該増築等に係る部分（当該部分に道等に接する
出入口がある場合に限る。）に限り、適用する。 

３ 条例対象小規模特別特定建築物のうち次に掲げるものについての第一項において読み替えて準用する第十九条の規
定の適用については、同条第一項第一号中「不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用す
る」とあるのは、「多数の者が利用する」とする。 
一 公立小学校等 
二 法第十四条第三項の条例で定める特定建築物 
（認定特定建築物等の容積率の特例） 

第二十七条 法第十九条（法第二十二条の二第五項において準用する場合を含む。）の政令で定める床面積は、認定特定
建築物又は認定協定建築物の延べ面積の十分の一を限度として、当該認定特定建築物の建築物特定施設又は当該認定
協定建築物の協定建築物特定施設の床面積のうち、通常の建築物の建築物特定施設の床面積を超えることとなるもの
として国土交通大臣が定めるものとする。 
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６．標準案内用図記号 （出典：（公財）交通エコロジー・モビリティ財団）

自動販売機

Vending  m ach ine

リ サイ ク ル品回収施設

Collection facility for
the recycling  p roducts

案内 病院

In fo rm ation Hosp ita l

案内所

Question  & an sw er

救護所 警察

First aid Po lice

お手洗

Toi lets
男女共用お手洗

All g end er to ile t

（ 備考）　
文字による補助表示を付ける場合は、　

「 男女共用　 All g ender」 またはその
　

どちら かと する。
　

色彩はモノ ト ーンが望まし い。

男性 女性

M en W om en

飲料水

Drin kin g  w ater

喫煙所

Sm okin g  area

（ 備考）

　 火災予防条例（ 例） で上記の図記号の使用

　 が規定さ れている場所には、 上記の図記号

　 を使用する必要がある。

チェ ッ ク イ ン / 受付 忘れ物取扱所 ホテル / 宿泊施設 き っ ぷう り ば / 精算所 手荷物一時預かり 所 コ イ ンロ ッ カ ー 休憩所 / 待合室

ミ ーティ ン グポイ ント 銀行・ 両替

（ 通貨記号差し 替え 可）

Check-in / Reception Lost and  found Hotel / Accom m odation Tickets / Fare ad justm ent Bagg ag e storag e Coin lockers Lounge / W aiting  room

Meeting  point Bank, m oney exchang e

キャ ッ シュ サービス

Cash service

充電コ ーナー海外発行カ ード 対応ATM

Charge poin tATM for oversea cards

郵便 電話

フ ァ ッ ク ス カ ート エレベータ ー エスカ レータ ー 階段 乳幼児用設備

Post Telephone

Fax Cart Elevator Escalator Stairs Nursery

無線LAN

W ireless LAN

こ ども お手洗 おむつ交換台 ベビーチェ ア

Children’s toilet Diaper chang ing  tab le Baby chair
着替え台 洋風便器 和風便器

Chang ing  board Sitting  style toilet Squatting  style toilet

温水洗浄便座

Spray seat

ク ロ ーク 更衣室

Cloakroom Dressing  room

更衣室（ 女性）

Dressing  room  (w om en)

シャ ワー 浴室 水飲み場

Show er Bath W ater fountain

く ず入れ

Trash  box

礼拝室

Prayer room

※1 ※1※1

（ 通貨記号差し 替え 可） （ 通貨記号差し 替え 可）

※1 JISZ8210「 案内用図記号」 に登録さ れている図記号ですので、 ご使用の際は

　 一般財団法人日本規格協会より 購入が必要です。

※2　 JISZ8210では、 国際規格（ ISO） と の整合の観点から 、 2019年7月20日を も

　 っ て削除・ 変更さ れています（ 詳細については、p.293を参照し てく ださ い） 。

※3　「 男女共用お手洗」 は、 急速に変化する社会事情に適合するよう 、 今までに

　 ない概念を 図記号と し て表現し たも のであり 、 図記号の背景や解説、 表示例、

　 使用例が以下に公開さ れていますので、 使用の際の参考と し てく ださ い。

　 〈 男女共用お手洗　 All g ender toilet について〉

　 http ://ww w .ecom o.or.jp/barrierfree/p ictog ram /allg ender_ to ilet/

　 （ （ 公財） 交通エコ ロジー・ モビリ ティ 財団）

（ 通貨記号差し 替え 可）

※2 ※3

※2
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レン タ カ ー

一般車 ケーブル鉄道

Ren t a car

Cab le rai lw ay

自転車 ロ ープウェ イ

Bicycle Cab le car

航空機 / 空港 鉄道 / 鉄道駅 船舶 / フ ェ リ ー  / 港

Aircraft / Ai rp o rt Rai lw ay / Railw ay station Sh ip  / Ferry / Po rt

ヘリ コ プ タ ー / ヘリ ポート バス / バスのり ば タ ク シ ー / タ ク シーのり ば

Helicop ter / Helip ort Bu s / Bu s stop Taxi  / Taxi stop

レ ン タ サイ ク ル / 

Rental b icycle / 

到着 乗り 継ぎ 手荷物受取所

Arriva ls Connectin g  fl ig h ts Bag g ag e claim

税関 / 荷物検査 出国手続 / 入国手続 / 
検疫 / 書類審査Custom s / 

Im m ig ration  / 
Quaran tin e / In sp ectio n

駐車場 出発

Parkin g Dep artu res

駅事務室 / 駅係員

Station o ce / Station staffi ff

Car シ ェ ア サイ ク ル

Bicycle sharing

Bag g ag e check

レ スト ラ ン 喫茶・ 軽食 バー

Restau ran t Coff ee shop Bar

会計

店舗 / 売店 新聞・ 雑誌 薬局

ガソ リ ン スタ ン ド

Cash ier

Shop New sp ap ers, m ag azin es Pharm acy

Gaso lin e statio n

手荷物託配理容 / 美容

Bag g ag e d elivery serviceBarber / Beauty salon

コ ン ビ ニ エン ススト ア

Conven ience sto re

（ 通貨記号差し 替え 可）

※2※2

※2

※2　 JISZ8210では、 国際規格（ ISO） と の整合の観点から 、 2019年7月20日を も

　 っ て削除・ 変更さ れています（ 詳細については、p.293を参照し てく ださ い） 。
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展望地 / 景勝地 陸上競技場 サッ カ ー競技場 野球場 テニスコ ート 海水浴場 / プール スキー場

キャ ンプ場 温泉

View  p o in t Ath letic stad ium Foo tb all stad ium Baseb all stad ium Tenn is cou rt Sw im m in g  p lace Ski g round

Cam p site Hot spring

イ ヤホン ガイ ド

Aud io g uide

歴史的建造物 応用例 1 応用例 2

H isto rica l m on um en t varian t 1 varian t 2

公園 博物館 / 美術館

Park M useum

消火器 非常口 広域避難場所

Fire extin g u i sh er Em erg ency exit Safety ev acuatio n  area 

非常電話 非常ボタ ン

Em erg en cy telep ho ne Em erg ency cal l b utton

列車の非常停止ボタ ン

Em erg ency train  stop  b u tton
（ 備考）

　 消防法に基づく 告知

 （ 平成11年3月17日消防庁告示第2号）

■ 禁止　 Proh ib ition

■ 安全　 Safety

自転車乗り 入れ禁止

立入禁止 走るな / かけ込み禁止

No b icycles

No  ad m ittan ce Do  no t ru sh

さ わるな

Do no t tou ch

禁煙一般禁止

No sm okin gGeneral p roh ib itio n  

進入禁止

No en try

駐車禁止

No p arkin gNo  o p en  fl am e

火気厳禁

ホームド ア： たてかけない

Do not lean  ob jects on  the p latform  d oor

ホームド ア： 乗り 出さ ない

Do not lean  over the p latform  door
（ 文字による補助表示が必要）

（ 備考）

　 火災予防条例（ 例） で上記の図記号の使用

　 が規定さ れている場所には、 上記の図記号

　 を使用する必要がある。

携帯電話使用禁止

Do n o t u se m ob i le p h o n es

撮影禁止 フ ラ ッ シュ 撮影禁止

Do  n o t t ake p ho tog raph s Do no t t ake fl ash  p hotog rap hs

電子機器使用禁止

Do not u se electron ic devices

捨てる な

飲めない

Do n ot th row  ru b b ish

Not drinking  w ater

（ 文字による補助表示が必要）

※2

※2　 JISZ8210では、 国際規格（ ISO） と の整合の観点から 、 2019年7月20日を も

　 っ て削除・ 変更さ れています（ 詳細については、p .293を参照し てく ださ い） 。
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ペッ ト 持ち 込み禁止飲食禁止

No un cag ed  an im alsDo  n o t e at o r d rin k h e re

ベビ ーカ ー使用禁止 遊泳禁止 キャ ン プ禁止

Do  n o t u se p ram s / stro l lers No  sw im m in g No  cam p in g
（ 文字による補助表示が必要）

Caution , overh ead Cau tio n , clo sin g  d oo rs

Genera l cau tio n Cau tio n , o b stacles Cau tion , u n even  access / 
up

Cau tio n , u neven  access / 
dow n

Caution , sl ip p ery su rface Caution , d rop

Cau tio n , electrici ty[注１]

天井に注意 ホームド ア ： 手を 挟ま ないよ う 注意

一般注意 障害物注意 上り 段差注意 下り 段差注意 滑面注意 転落注意

感電注意

■ 注意　 W arn in g

（ 文字による補助表示が必要） （ 文字による補助表示が必要）

（ 文字による補助表示が必要）

■ 指示　 M andato ry

一般指示 静かに

General m and ato ry Qu iet p lease

左側にお立ち く ださ い

Please stan d  on  th e le ft

右側にお立ちく ださ い

Please stan d  on  th e rig h t

応用例 

varian t

シート ベルト を 締める

Fasten seat belt

応用例 3 矢印応用例 1 応用例 2

varian t 3 Directio n al  arrow  varian t 1

応用例 

varian tsvarian t 2

二列並び

Line u p  in  tw o s

一列並び

Line u p  sin g le  fi le

四列並び

Lin e u p  in  fo u rs

三列並び

Lin e u p  in  th rees

（ 文字による補助表示が必要）（ 文字による補助表示が必要）

（ 文字による補助表示が必要）（ 文字による補助表示が必要） （ 文字による補助表示が必要）（ 文字による補助表示が必要）
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■アク セシビリ ティ  Accessib ility

オスト メ イ ト 用設備 / 
オスト メ イ ト

Facil ities fo r Ostom y / 
Ostom ate

障害のある人が使える設備

Accessib le facil i ty

スロ ープ

Slop e

コ ミ ュ ニケーショ ン： 筆談対応

Co m m u n icatio n ： W ri tin g

コ ミ ュ ニケーショ ン

Com m un ication  in  th e  
sp ecifi ed  l an g u ag e

（ 備考）

　言語(ENGLISH)は、
他の言語及び国旗に

　 差し 替え 可

介助用ベッ ド

Care b ed

（ 備考） 「 こ の部屋は気持ちを静めるため

　 の部屋です」 など、 運用に適し た利用説

　 明の表示をつけるこ と が望まし い。

（ 文字による補助表示をつける場合は

　 　 「 カ ームダウン・ ク ールダウン」 と する）

カ ームダウン ・ ク ールダウン

高齢者優先設備

Calm  d ow n , coo l d ow n

Prio rity facil ities fo r 
e ld erly p eop le 

障害のある 人・ けが人優先設備

Priority facilities for 
in jured  peop le 

乳幼児連れ優先設備内部障害のある 人優先設備

Priority facilities for people accom panied 
w ith sm all ch ildren

Priority facilities for people w ith internal
d isab ilities, heart pacer, etc. 

妊産婦優先設備

Prio rity facil i ties fo r
exp ectin g  m o thers 

妊産婦優先席

Prio rity seats fo r
exp ectin g  m o thers 

乳幼児連れ優先席

Prio ri ty seats fo r
p eop le accom p an ied
w ith  sm all ch ild ren  

内部障害のある 人優先席

Priority seats for
p eop le w ith  in te rn al
d isab il i ties, h e art p acer, 
etc. 

障害のある 人・
けが人優先席

Priority seats fo r
in ju red  p eop le  

高齢者優先席

Prio ri ty seats fo r
eld erly p eop le 

※1 ※1 ※1 ※1 ※1

※1 ※1 ※1 ※1 ※1

■使用上の注意
推奨度Ａ：安全性及び緊急性に関わるもの、多数のユーザーにとって重要なもの及び移動制約者 へのサービ
     スに関わるものです。これらについては、図形を変更しないで用いることを強く要請します。 
推奨度Ｂ：多数の利用者が通常の行動や操作をする上で、図記号の概念及び図形を統一することによって利
     便性が高まると期待されるもの です。これらについては、図形を変更しないで用いることを推奨
     します。
推奨度Ｃ：多数の利用者が通常の行動や操作をする上で、図記号の概念を統一することが必要なものです。
     これらについては、基本的な概念を変えない範囲で適宜図形を変更して用いることができます。

※3※2

《案内用図記号の変更について》
・JISZ8210では、国際規格（ISO）との整合の観点から、以下の６種類の案内用図記号が2019年7月20日をもって
  削除・変更されています。

従来JIS

変更後

救護所

First a id

乳幼児用設備

Nursery

駐車場

Parkin g

乗り 継ぎ 手荷物受取所

Connecting  fl ig h ts Bag g ag e cla im

温泉

Hot sp ring

又は

※「温泉」は、従来JIS
又は、ISOのいずれか
を表示者の判断で適切
な案内用図記号を選択
して表示してください。

※1 JISZ8210「 案内用図記号」 に登録さ れている図記号ですので、 ご使用の際は

　 一般財団法人日本規格協会より 購入が必要です。

※2　 障害者が利用できる建築物・ 施設を 示す国際シンボルマーク

　 （ (財)日本障害者リ ハビリ テーショ ン協会「 国際シンボルマーク 使用指針」 より ）

※3　「 カ ームダウン・ ク ールダウン」 は、 急速に変化する社会事情に適合するよう 、

　 今までにない概念を 図記号と し て表現し たも のであり 、 図記号の背景や解説、 表

　 示例、 使用例が以下に公開さ れていますので、 使用の際の参考と し てく ださ い。

　 〈 カ ームダウン・ ク ールダウン　 Calm  dow n,cool down について〉

　 http ://ww w .ecom o.or.jp/barrierfree/p ictog ram /calm down-cooldown/

　 （ （ 公財） 交通エコ ロジー・ モビリ ティ 財団）
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７．点字標示
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「川崎市福祉のまちづくり条例」整備マニュアル
〈令和７年度改訂版〉

（１）高齢者・障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計標準　国土交通省　令和７年５月

（２）公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑化整備ガイドライン　国土交通省総合政策局安心生活政策課

　　　令和２年３月

（３）道路の移動等円滑化整備ガイドライン　財団法人国土技術研究センター　平成23年8月

（４）標準案内用図記号　（公財）交通エコロジー・モビリティ財団

ｐ.23、ｐ.25、ｐ.26、ｐ.27～28、ｐ.29、ｐ.30～31、ｐ.33、ｐ.36、ｐ.48、

ｐ.52～53、ｐ.56～57、ｐ.60～61、ｐ.64、ｐ.95、ｐ.98、ｐ.117、ｐ.121、

ｐ.123、ｐ.124、ｐ.127、ｐ.138、ｐ.140、ｐ.142、ｐ.146～147、ｐ.150、ｐ.154、

ｐ.156～157、ｐ.159、ｐ.163、ｐ.165～166、ｐ.169～171、ｐ.175～178、

ｐ.180、ｐ.182～185、ｐ.191、ｐ.195～197、ｐ.199、ｐ.201、ｐ.203、ｐ.205
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